
自殺予防対策について 

 

◆（渕上陽一君） 皆さん、こんにちは。山鹿市選出・自由民主党・

渕上陽一です。 

 質問に入る前に、このたび本県を襲った史上最大規模の台風 14 号

によって被害を受けられた方々に心からお見舞いを申し上げまして、

質問に移らせていただきます。 

 初めに、自殺予防対策について質問いたします。 

 我が国における年間自殺者は、長らく２万人台前半で推移してお

りましたが、1998 年に約３万 3,000人へと激増して以来、2011 年ま

で 14 年連続して３万人を超える非常事態が続きました。 

 そのため、自殺は、個人の問題ではなく、社会全体の問題であると

の認識が高まり、官民双方で様々な対策が実施された結果、2012 年

に３万人を下回って以降減少が続き、2019 年には、この 25 年間で最

も少ない２万 169 人にまで減少しましたが、2020 年に 11 年ぶりに前

年増に転じて以降、昨年、今年とほぼ同じレベルで推移しています。 

 コロナ感染が始まった一昨年からの自殺の状況を見ますと、女性

の自殺が２年連続で増加し、若者世代の自殺が高止まり、小中高生の



自殺が２年続けて過去最高レベルと、明らかに従来と異なる変化が

見られます。 

 その変化について、先月発表された東大などの研究報告で、１、

2020 年３月から今年６月までの間、コロナ禍の影響による自殺者が

約 8,000人増加、２、年代別では、20 代が最多で約 23％、19 歳以下

と合わせると全体の 27.4％、３、男女別では、20 代女性が最多で

13.5％、19 歳以下女性 3.5％と合わせると、全体の 17％との推計が

示されましたが、これは、先ほど述べた一昨年来の自殺状況の変化を

裏づけるものであり、コロナ禍を通じて女性や若者の自殺が増えた

背景は、男性より非正規雇用が多い女性は、経済的影響を受けやすく、

若者のほうが行動制限などで孤独に追い込まれる可能性があると指

摘しています。 

 我が国の自殺対策は、2006 年制定の自殺対策基本法に基づき、2007

年の自殺総合対策大綱とその２度の見直しを経て、政府が推進すべ

き自殺対策の指針が定められました。 

 2017 年に閣議決定された「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込

まれることのない社会の実現を目指して～」では、地域レベルの実践

的な取組を中心とする自殺対策への転換を図る必要性、その具体的



施策として、若年層向けの対策や自殺未遂者向けの対策の充実、国、

地方公共団体、関係団体及び民間団体等との取組相互の連携、協力の

推進が掲げられています。 

 本県においても、この大綱に基づいて、自殺はその多くが防ぐこと

のできる社会的な問題との認識の下、第２期熊本県自殺対策推進計

画が策定され、様々な対策が推進されていることと存じます。 

 私は、本県の自殺をめぐる具体的な状況を理解した上で、効果的な

予防に結びつけていくための方策を知りたいと考え、専門家の方々

にお話を伺って回る中で、昨年３月発行された熊本自殺未遂者実態

調査研究 2019 報告書の存在を知りました。 

 この研究は、本県の精神科医療の第一線で働いておられる医師５

名と臨床心理士１名、行政職員２名、医療団体職員１名の計９名から

成るボランティアチームが、熊本県における自殺問題の特徴を明ら

かにすることを目指し、２年をかけて手弁当で実施された調査、解析、

考察に基づく労作であり、こうした全県レベルの詳細な調査研究は、

我が国でも近年ほかに類を見ない、大変貴重な研究であります。 

 調査は、県内の精神科病院 47 病院中 45 病院の協力を得て、平成

27 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までの２年間に、自殺を図っ



た、自傷行為を行った、精神科疾患に伴う自殺念慮があるなどで初め

て受診した 855 名の方の全症例に関し、登録時点から半年後までの

受診情報と最終観察日における生存状況に至る確認が行われました。 

 詳細な調査結果の中で、私が特に注目した点を幾つか御紹介しま

す。 

 １、登録患者 855 名のうち、39 歳以下の青年層の割合が、男性で

20％、女性で 28％、合計で 48％に上る、２、855 名の中で、何らか

の相談機関を利用していた人は全体の 60％の 517 名、利用していな

かった人が 40％の 338 名、３、利用した相談機関は、精神科医療施

設の 298 名、精神科以外の医療施設 170 名、次いで、公的機関であ

る警察 24 名、学校 20 名、スクールカウンセラー14 名、児童相談所

12 名、保健所 10 名、精神保健福祉センター４名、夜間休日精神科救

急医療機関案内３名と子育て支援センター１名、法テラス１名が続

きます。その一方で、民間機関では、弁護士６名、熊本いのちの電話

２名、熊本こころの電話２名が上がっているのみです。４、855 名の

うち、精神科受診歴のない人が 43％。 

 この報告書を読んだ後、私は、プロジェクトチームの代表である国

立熊本医療センター精神科救急医療センター長の橋本聡先生と、自



殺を予防する上で必要な対応策について意見を交わさせていただき

ましたが、本日は、私がその中で特に急いで取り組む必要があると感

じた自殺予防に向けての県の果たすべき役割について、健康福祉部

長に２点お尋ねいたします。 

 まず、つながらない自殺相談電話問題の改善であります。 

 例えば、本県の自殺相談電話の代表的存在である熊本いのちの電

話は、半年前、新聞に「熊本いのちの電話、８割つながらず」との記

事が載っておりました。熊本こころの電話についても、同じくつなが

らないという話をコロナ以前から聞き及んでおります。 

 私は、ボランティア相談員の方々の善意の御努力に対しては、かね

てから心より感謝申し上げているところですが、一方で、自殺をめぐ

る現実を考えたとき、ボランティアによる運営の限界は限界として

明らかにした上で、県をはじめ行政がその足らざるところ、例えば、

最も手薄な夜間、早朝の時間帯を補うといった対策に早急に乗り出

すべきであると考えます。 

 ちなみに、福岡県が開設しているふくおか自殺予防ホットライン

は、平日は行政の相談窓口が閉まる毎日夕方４時から翌朝９時まで、

休日は 24 時間運営されています。 



 本県においても、相談者にとって最後の頼みの綱かもしれない相

談電話をしっかりと機能させるために、同様の対応を取ることがで

きないのか、健康福祉部長にお尋ねいたします。 

 次に、予約の取れない精神科医療機関問題についてお尋ねいたし

ます。 

 さきに御紹介しましたとおり、自殺未遂登録者 855 名のうち、精

神科受診歴のない人が約 43％と、半数近くに上っていることが報告

されています。その裏には幾つかの理由があると考えますが、最も深

刻なものは、なかなか予約が取れない精神科医療機関問題であろう

と思われます。 

 それは、県のホームページに障がい者支援課が掲載している精神

疾患等の種別ごとに対応することができる医療機関の一覧を見れば

一目瞭然で、そこには各医療機関ごとに予約から診察までの時間が

掲載されていますが、精神科、心療内科の専門医では、１か月から２

か月待ちのところが大半です。 

 精神疾患があったり自殺念慮のある人にとって、医療に助けを求

めようと思い立っても、これほど長い間待たねばならないと、その間

に症状を悪化させたり、最悪の場合は自殺を図ることにつながりか



ねません。 

 この問題を改善するには、個々の医療機関に任せるだけではなく、

例えば、県精神保健福祉センターや県立こころの医療センターに医

師と関連スタッフを増員配置し、自殺対策医療の指令チームを立ち

上げ、治療の受付と適切な医療機関への橋渡しを担う機能を担わせ

てはいかがかと考えます。県としても、考慮し得る改善策があればお

聞かせください。 

 以上が健康福祉部長への質問でありますが、最後に、知事にお願い

があります。 

 若い頃、大変苦労され、つらく苦しい日々を送られた経験をお持ち

とお聞きする知事から、今自殺を図ろうとするほどに追い詰められ

ている方々、特に若い人たちに励ましのエールを送るためにも、自殺

予防対策について、知事の思いと意気込みをお伺いいたします。 

 

 

◎健康福祉部長（沼川敦彦君） まず、１点目のつながらない自殺相

談電話窓口の改善についてお答えします。 

 本県では、精神保健福祉センター、熊本市こころの健康センター、



保健所、熊本いのちの電話、熊本こころの電話の５か所において、心

の悩みに関する電話相談に対応しており、令和３年度の相談件数は、

約２万 6,000 件となっています。 

 しかしながら、これらの電話は、時間帯によってはつながりにくい

状況にあります。これは、対応できる人材が十分に確保できていない

ことが主な要因と考えています。 

 そこで、新たな電話相談員を確保するため、今年度は、募集のため

の広報活動を行うとともに、ボランティアの確保が困難な夜間帯は、

相談対応を有償化することで相談時間を延長するなど、体制強化を

図っています。また、電話や対面では相談しづらいという方にも安心

して相談いただけるよう、新たにＳＮＳを活用したこころの悩み相

談を６月に開始いたしました。 

 議員御指摘のとおり、夜間、休日の相談体制を充実させることは重

要な課題であると認識しており、引き続き検討してまいります。 

 次に、２点目の予約が取れない精神科医療機関問題についてお答

えします。 

 議員から、精神保健福祉センター等を指令チームに位置づけ、治療

の受付や適切な医療機関への橋渡しを行う機能を担わせたらどうか



と御提案がありました。 

 本県においては、民間の精神科医療機関が充実しているという特

性を生かし、平成 24 年度から、精神科協会との連携により、同様の

仕組みを構築しています。 

 具体的には、平日昼間は精神保健福祉センター及び保健所が対応

し、平日夜間や休日は県立こころの医療センターを含む県内の精神

科病院で構成する精神科救急情報センターが輪番で対応する体制で、

年間約 600 件の患者を精神科医療へつないでいます。 

 また、同センターでは、これらの情報を共有するとともに、専門的

な研修を行い、各病院の相談員のレベルアップも図っています。 

 さらに、医療関係団体で構成するくまもと自殺予防サポートネッ

トワークにより、年間約 30 件の救急救命された自殺未遂の方を精神

科医療へつないでいます。 

 今後も、県民の命を守ることを第一に、自殺対策にしっかり取り組

んでまいります。 

 

 

◎知事（蒲島郁夫君） 国の自殺総合対策大綱では、自殺は、その多



くが防ぐことのできる社会的な問題であり、自殺対策の本質は、生き

ることへの支援にあるとされています。私もまさにそのとおりだと

考えており、県民が健康で生きがいを持って暮らせる社会の実現に

向けた取組を進めています。 

 また、自殺を防ぐためには、社会全体で不安や悩みを抱える方を支

えることが重要です。そのため、行政、ボランティア団体、県民ゲー

トキーパーなど様々な主体が、不安や悩みを抱える方々のＳＯＳの

サインを受け止め、支援の手を差し伸べる社会づくりにも力を入れ

ておられます。 

 このように、様々な支援の手によって、熊本地震、新型コロナ、豪

雨災害という逆境の中にあっても、県民の皆様が生きがいを持って

暮らしていけるよう、お一人お一人の不安や悩みに丁寧に寄り添っ

た心のケアを実施しています。 

 今悩みを抱えておられる方々、特に若い方々に対しては、どんなに

追い込まれても、生きることへの希望を決して捨てずに生き抜いて

ほしいと思います。家族や友人など身近な人にも相談しづらいとき

は、勇気を持って、助けての声を上げてもらいたいと思います。 

 私は、そうした声を必ずすくい上げ、悩みの解決に向けた支援につ



ないでまいります。知事への直行便という制度がありますが、そこで

もその方法が取れるんじゃないかなと思います。そして、つらいとき

だからこそ、希望を捨てずに乗り越えてほしいと思います。 

私も、誰一人取り残さないという強い覚悟を持ち、どんなにつらい

ことがあっても、それを乗り越えた先に、生きていてよかったと思え

る熊本を目指し、全力で取り組んでまいります。 

◆（渕上陽一君） 知事の自殺予防に向けての決意と、助けての声を

上げてとの呼びかけが、悩みを抱え、厳しい状況にある人々、とりわ

け若い世代の心にしっかりと伝わることを願ってやみません。 

また、健康福祉部長より、精神保健センターの精神科救急情報セン

ターの対応によって、年間 600 件の患者を医療機関につなげている

との答弁がありましたが、私の質問は、救急対応以前の日常問題とし

て、県民が必要を感じて精神科、心療内科を受診しようと思っても、

初診まで１か月から２か月、長い人は３か月待たねばならないとい

う現状を改善できないかということであります。県の御努力を、救急

のみならず、一般初診まで広げて、県民の不安解消に努めていただき

たいと強く望んでおります。 


